
藤沢市介護老人保健施設整備費補助金交付要綱 

 

制定 平成２３年 ３月３１日 

改正 令和 ５年 ４月 １日 

 

（趣旨） 

第１条 市長は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第７

条第２２項に規定する介護老人保健施設（以下「施設」という。）を、家庭復帰を

支援する通過施設、在宅ケアを支援する地域に開かれた施設として整備するために、

医療法人又は社会福祉法人等の団体が行う施設の整備に対し、藤沢市補助金交付規

則（昭和３５年藤沢市規則第１１号。以下「規則」という。）及びこの要綱に基づ

き、予算の範囲内において、補助金を交付する。 

（補助の対象） 

第２条 補助の対象とする事業は、医療法人、社会福祉法人その他法第９４条第３項

第１号の規定に基づき、「厚生労働大臣の定める介護老人保健施設を開設できる

者」（平成１１年厚生省告示第９６号）により定められた者が事業主体となる施設

整備事業で、新たに施設を建設するものであり、神奈川県介護老人保健施設整備費

補助金交付要綱（平成元年４月１日施行）の規定により、神奈川県が補助するもの

であること。 

２ この補助金は、施設整備において次に掲げる費用については補助の対象としない。 

 (1) 土地の買収又は整地に要する費用 

 (2) 門、柵、塀などの外溝に要する費用 

(3) 既存建物の買収に要する費用 

 (4) 職員の宿舎、車庫及び倉庫の建設に要する費用 

 (5) その他施設整備として適当と認められない費用 

（補助額の算出方法等） 

第３条  補助金の額は、次に掲げる額のうち最も低い額以内とする。 

 (1) ２億円 

 (2) ２００万円に入所定員の数を乗じて得た額 

(3) 施設整備費の合計額から神奈川県の補助金及び寄付金の合計額を控除した額に 

２分の１を乗じて得た額 

２ 前項の規定により算定した補助金に千円未満の端数あるときは、その端数金額を

切り捨てるものとする。 

３ 複数年度にわたっての整備を行う場合、各年度の補助金の交付額は、当該年度に

おける施設整備工事の進捗率に基づき支払うものとする。この場合、初年度の交付

額は、３月末日における進捗率に基づいて算定することとする。 

（補助金交付の申請手続） 

第４条  補助金の交付を受けようとするものは、藤沢市介護老人保健施設施設整備費

補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、別に定める提出期限

までに市長に提出しなければならない。 



 (1) 施設整備費収支予算書（見込書）抄本 

 (2) 建物配置図 

(3) 建物平面図 

 (4) 建物立面図 

(5) 工事仕様書 

(6) 工事費目別内訳 

(7) その他参考となる書類 

（補助金交付の決定） 

第５条 市長は、前条の規定により、補助金交付の申請があったときは、審査のうえ、 

交付の可否を決定し、藤沢市介護老人保健施設施設整備費補助金交付決定通知書

（第２号様式）により、当該申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、次の各号に掲げる条件を付けて、当該補助金の交付を決定するものとす

る。 

(1) 補助事業の内容又は補助事業の経費の配分の変更をしようとする場合は、速や 

かに市長の承認を受けなければならない。ただし、補助金の額の算定に関わらな

い軽微な変更については除くものとする。 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合には、市長の承認を受けなけれ 

ばならない。 

(3) 補助事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合、又は補助事業の遂行が 

困難となった場合には速やかに市長に報告し、その指示を受けなければならない。 

(4) 補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物については、 

市長が別に定める期間を経過するまで、市長の承認を受けないで、この補助金の

交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け又は担保に供してはなら

ない。 

(5) 市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収 

入の全部又は一部を市に納付させることができる。 

(6) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産は、事業完了後においても善 

良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効果的な運用を図らなければ

ならない。 

 (7) その他、法令、規則及びこの要綱の定め並びにこれらに基づく市長の命令に従 

わなければならない。 

(届出義務) 

第６条 前条の規定により、補助金交付の決定通知を受けたものが、事業に着手する 

ときにあっては、事業着手兼工事着工報告書（第３号様式）を、事業着手以降にあ

っては、毎月１５日までに前月末日の工事進捗状況等を記載した工事進捗状況報告

書（第４号様式）を市長に提出しなければならない。 

(事業の計画変更) 

第７条 第５条の規定により、補助金交付の決定通知を受けたものが、当該事業の計 

画を変更しようとするときは、速やかに藤沢市介護老人保健施設施設整備事業計画

変更承認申請書（第５号様式）に必要書類を添えて、市長に提出し、承認を受けな



ければならない。 

２ 市長は、前項の規定により申請があったときは、審査のうえ、適当と認めるもの

について、藤沢市介護老人保健施設施設整備事業計画変更承認通知書（第６号様

式）により通知する。 

(事業実績報告等) 

第８条 補助金の交付を受けようとするものは、当該事業を完了したときは、藤沢市

介護老人保健施設施設整備事業完了届兼事業実績報告書（第７号様式）に次に掲げ

る書類を添えて、事業完了後２０日以内又は当該年度終了後４月５日までに市長に

提出しなければならない。 

 (1) 施設整備費収支決算書（見込書）抄本 

 (2) 建物配置図 

(3) 建物平面図 

(4) 建物立面図 

(5) その他参考となる書類 

（補助金の交付時期） 

第９条 補助金は、前条に規定する事業実績報告に基づき交付する。 

２ 前項の規定により補助金の交付を受けようとするものは、別に定める請求書を指

定する日までに、市長に提出しなければならない。 

(備付帳簿) 

第１０条 補助金の交付を受けたものは、事業の施行に関し、必要な帳簿等を備え付

け、５年間保管整備しておかなければならない。 

 (財産の処分の制限) 

第１１条 補助金の交付を受けたものは、当該補助金により取得し、又は効用の増加

した財産の処分制限期間及び同財産の承認基準については、補助金等に係る予算の

執行の適正化に関する法律（昭和３０年８月２７日法律第１７９号）及び同法施行

令の規定並びに厚生労働省が定める承認基準を準用する。 

 (補則) 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、藤沢市介護老人保健施設施設整備費補助金

の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

      附  則 

(施行期日) 

 １ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

（検討） 

 ２ 市長は、平成２８年３月３１日までにこの要綱の施行状況について検討を加え、

その結果について必要な措置を講ずるものとする。 

   附  則（令和５年３月８日） 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 


